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１．給与を支払った職員数（現在の職員数）※１
人・・・①

うち、建設業に従事する常勤の技術職員数　　　人・・・②
２．「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」記載の職員数※２
技術職員数合計数　　　　　　　　　　　　　　人・・・③
３．職員数の変動率

［②÷③×１００（％）＝④、小数点以下の端数は切り上げてください。］

％・・・④

４．職員数の変動率が８０％未満である理由※３

【備　考】

※１　①には、最新の領収日付印が押印された「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）」の「俸給・給料等」の区分に記載している人員数を、②には、①の内数として、常勤の技術職員数を、それぞれ記入して下さい。

また、この調査書には、納付書の写しを１部添付して下さい。なお、納期特例分の納付書を添付した場合には、①、②には、月当たりの人員数に割り戻した数字（小数点以下の端数が出る場合には切り捨て）を記入して下さい。

※２　③には、有効な「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の中の「技術職員数合計」の数値欄に記載されている数字の合計数を、記入して下さい。

※３　④の変動率が８０％未満の場合は、その職員数が減少した理由を記入して下さい。

【注　意】

１．　この調査書は正本、副本各１通を提出してください（副本は、正本の写しで結構です）。また、特定ＪＶ、経常ＪＶで入札に参加している場合は、構成員ごとにこの調査書を作成し、納付書の写しをそれぞれ添付して提出してください。

２．　この調査書に虚偽の内容を記載した事実が判明した場合には、大阪府建設工事等入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置の対象となる場合がありますので、ご留意ください。

３．　この調査書は大阪府住宅まちづくり部建築振興課に送付し、経営事項審査の際の参考資料といたしますのでご了承下さい。
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